
  

 

 

令和７年度第８回甲賀市下水道審議会 次 第 

 

                     日 時：令和８年２月６日（金） 

午後２時から 

                     場 所：甲賀市役所 ３階会議室３０１ 

１．開  会 

  

 

２．市民憲章唱和 

  

 

３．あいさつ       

 

 

４．議  題 

   （１）下水道使用料の改定について             （資料１－１） 

審議会日程（会長・副会長出席）  

 日時：令和８年３月１２日（木） １０：００～ 

         場所：甲賀市役所 

  

 

   （２）令和８年度甲賀市下水道事業会計予算（案）について    （資料１） 

    

 

 

（３）令和８年度一般会計（浄化槽関係）予算（案）について   （資料１） 

 

 

５．その他 

 

 

 

６．閉  会 
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甲 下 審 第  号 

令和8年(2026年) 3月12日 

 

甲賀市長 岩 永 裕 貴  様 

 

甲賀市下水道審議会    

会長  的 場 計 利  

 

下水道使用料の改定について（答申） 

 

 令和7年（2025年）8月8日付け甲 水 総 第219号で諮問を受けた上記について、次

のとおり答申します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１－１ 

最終案 
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１．答申の考え方 

１）甲賀市下水道事業の現状と使用料改定の必要性 

平成１６年１０月の合併以降、合併協議会で決定された使用料体系を採用され、

以後一度も下水道使用料の改定はなされていません。また、利用者負担の公平化・

均一化を図るため、平成２３年から公共下水道使用料と農業集落排水施設使用料を

同一の算定方法とした料金体系となっています。 

平成２８年４月から地方公営企業法を適用し、経営戦略に基づき財政健全化に

取り組まれていますが、汚水処理に必要な経費を使用料で賄うことができておらず、

一般会計からの繰入金に頼った経営となっています。 

一方で、施設の老朽化によって経費の増大が見込まれることから、この経費を

縮減するため、農業集落排水処理施設の公共下水道への接続による施設の統廃合や

更新が進められています。 

また、滋賀県汚水処理施設整備構想に基づき、令和１０年度を目標に整備が進

められている信楽地域や世帯の分化等に伴う水口地域、甲南地域での接続件数の微

増が見込まれるものの、人口減少、節水機器の進化や節水意識など生活形態の変化

による水需要の減少から、今後、使用料収入の大きな増加は見込めない状況にあり

ます。さらには、施設の耐震化対策や物価高騰に伴う維持管理経費の増加に加え、

令和８年度からは滋賀県が管理運営を行っている滋賀県琵琶湖流域下水道事業の維

持管理負担金が大幅な値上げが行われるなど、本市の下水道事業の経営環境はより

厳しくなると見込まれます。 

ついては、能率的な経営の下における適正な原価を基本として、将来にわたっ

て安全で快適な下水道サービスを持続的かつ安定的に提供し、地方公営企業の健全

な運営を確保するためには公正妥当な使用料とする増額改定はやむを得ないと判断

しました。 

 

２） 使用料改定の考え方 

具体的な下水道使用料設定の考え方は、次のとおりとしました。 

①  安定的かつ持続的な経営ができる水準として、経費回収率１００％以上を維

持することとし、使用料収入で汚水処理に必要な経費を確保する。 

②  収益的収入の一般会計からの基準外繰入金を、令和９年度から令和１６年度

までの合計額の３０％削減することとし、独立採算の原則に向けて段階的に抑

制する。 

③  市民生活への影響を考慮し、２段階での改定とする。 

④  人口減少等による使用料収入の大きな増加は見込めない状況から、安定経営

のためには基本使用料で固定的経費を賄うことが望ましい。 

しかし、下水道事業は固定的経費が収益的支出の大部分を占めることから、

基本使用料は固定的経費の概ね３０％とする。 
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⑤  環境や下水道施設に対する負荷を考慮し、排水量の増加に応じて単価が高く

なる逓増型の従量使用料を継続する。 

⑥  一般家庭が最も多い区分への影響をできるだけ抑える。 

⑦  事業所も規模に応じて適正な使用料区分に再編成する。 

⑧  特定の区分だけが極端な上げ幅とならないように配慮する。 

⑨  公衆浴場排水の使用料は、公衆衛生の向上に寄与していることを考慮し、据

え置きとする。 

 

 

２．改定後の水準と体系 

 下水道使用料については、現行より約３０％の改定率、第１段階で約１５％、第２

段階で約１５％の上げ幅とし、下表の水準及び体系とすることが適正と判断します。 

 

[ 表 ] 使用料体系案（２か月 消費税抜き） 

使用料 

区分 

現行 改定後 

汚水量区分 単価 汚水量区分 
単価 

第１段階 第２段階 

基本 

使用料 
0 ～   20㎥ 2,476円 0 ～   20㎥ 2,800円 3,200円 

超過 

使用料 

21 ～   40㎥ 133円 
21 ～   60㎥ 160円 170円 

41 ～   60㎥ 143円 

61 ～  100㎥ 152円 61 ～  100㎥ 180円 200円 

101 ～  200㎥ 162円 101 ～  200㎥ 190円 210円 

201 ～ 1500㎥ 171円 
201 ～ 1000㎥ 200円 220円 

1001 ～ 1500㎥ 210円 230円 

1501㎥ ～ 200円 1501㎥ ～ 230円 260円 

公衆浴

場排水 

0 ～  600㎥ 19,048円 0 ～  600㎥ 19,048円 19,048円 

601㎥ ～    71円 601㎥ ～    71円 71円 

 

本改定により、本年度以降継続すると見込まれる当期純損失が令和１２年度には当

期純利益に転じ、健全経営に必要な繰越利益剰余金を確保できることとなります。 

ただし、社会情勢の変化が激しい現代において、１０年間の収支見込には不確定要

素も多いことから、第２段階については、令和１０年度以降の審議会において、その

時点での社会経済情勢や下水道事業の収支状況等を再検証の上、改定の必要性、水準

と体系、実施時期等を判断します。 

 

 

３．改定の実施時期 

 使用料改定の実施時期については、将来の使用者への負担を軽減するため、できる
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だけ早期に実施することが望ましいが、市民・事業者等への十分な周知期間の確保も

必要であることから、第１段階は令和９年５月徴収分（令和９年２月、３月使用分）

からとすることが妥当と判断します。また、第２段階は令和１２年度を目途とします。 

 

 

４．付帯意見 

① 独立採算制を原則とする下水道事業において、現状の収支見込みから使用料改定

はやむを得ないものの、社会経済状況の厳しい中、使用料改定のみに依存せず、維

持管理経費の縮減や未収金対策など、更なる経営改善の取り組みが必要です。 

  また、耐震化や老朽施設の更新などに必要となる費用について、補助事業の活用

など財源の確保にも努められたい。 

② 社会経済情勢や経営収支状況を適時的確に捉え、適正な使用料とするため、概ね

５年毎に定期的な検証と見直しをすることが望まれます。 

③ 下水道使用料の改定は市民生活や事業経営に及ぼす影響が大きいことから、使用

者に改定の趣旨や内容等について理解が得られるよう、わかりやすい内容で積極的

に情報発信を行い、周知に努められたい。 
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５．甲賀市下水道審議会経過 

 

 開催日 審議内容等 

令和７年度 

第２回 
令和７年８月 ８日 

・「下水道使用料の改定について」諮問 

・現状、改定の考え方とスケジュールにつ

いて 

令和７年度 

第３回 
令和７年８月２９日 

・下水道使用料設定の考え方と時期につい

て 

令和７年度 

第４回 
令和７年９月２６日 ・収支計画および原価計算について 

令和７年度 

第５回 
令和７年１０月２３日 

・原価計算および下水道使用料体系につい  

 て 

令和７年度 

第６回 
令和７年１１月１４日 ・下水道使用料体系について 

令和７年度 

第７回 
令和７年１２月１８日 

・使用料改定後の収支計画について 

・答申（案）について 

令和７年度 

第８回 
令和８年 ２月 ６日 ・答申（案）について 
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６．甲賀市下水道審議会委員名簿 

 

役 職 氏  名 備 考 

会 長 的 場 計 利 受益者代表 

副会長 金 森 絵 里 
学識経験者 

立命館大学教授 

委 員 藤 田 喜世隆 学識経験者 

委 員 波多野 悠 佳 受益者代表 

委 員 青 木 さ ち 受益者代表 

委 員 市 井 一 彦 受益者代表 

委 員 植 西 由美子 受益者代表 

委 員 奥 山 正 史 受益者代表 

委 員 藤 本 浩 司 
受益者代表 

株式会社積水化成品滋賀 

委 員 本 松 浩 司 
受益者代表 

株式会社日立建機ティエラ 

 

 



２．神保隠岐地区管渠整備工事（公共接続）

令和８年度 下水道事業 工事箇所図

１．長野地区管渠整備工事

６．長野地区舗装復旧工事

５．中央雨水幹線整備工事

※３００万円以上の工事を記載しています。

12．稗谷地区処理場機械設備更新工事

９．土山オー・デュ・ブール給水ポンプ設備更新工事

公共下水道事業

農業集落排水事業

11．岩室地区処理場計装盤更新工事

４．公共下水道管渠整備工事（市内一円）

３．植地区管渠整備工事

資料１- ２

８．信楽水再生センター急速

濾過機濾材更新工事

７．古城が丘１・宇川１マンホールポンプ更新工事

10．宮町地区真空弁ユニット更新工事



投資・財政計画 （収支計画）
税抜き （単位：千円，％）

年　　　　　　度 R３ R４ R５ R６ R７ R８

区　　　　　　分 決 算 決 算 決 算 決 算 決 算 見 込 予 算

１． (A) 1,548,426 1,539,113 1,523,520 1,517,613 1,526,633 1,543,665 1,578,228 1,570,551 1,561,228 1,668,227 1,655,526 1,642,957 1,630,517 1,618,202

(1) 1,508,129 1,485,833 1,476,047 1,461,431 1,467,640 1,475,399 1,501,807 1,489,793 1,477,874 1,583,335 1,569,085 1,554,963 1,540,969 1,527,100

(2) (B) 121 8,570 997 1,000 1,010 1,011 1,011 1,011 1,011 1,011 1,012 1,012

(3) 40,176 44,710 46,476 56,182 58,993 67,266 75,411 79,747 82,343 83,881 85,430 86,983 88,536 90,090

２． 1,929,266 1,923,354 1,886,436 1,932,668 1,930,640 1,969,961 1,866,923 1,853,670 1,876,383 1,855,559 1,847,968 1,848,234 1,827,169 1,819,052

(1) 936,025 942,030 914,473 953,359 953,816 998,056 885,671 884,999 903,324 879,715 866,355 862,993 850,082 848,152

933,874 940,055 911,923 950,312 947,958 993,887 882,618 881,946 900,271 876,662 863,302 859,940 847,029 845,099

2,151 1,975 2,550 3,047 5,858 4,169 3,053 3,053 3,053 3,053 3,053 3,053 3,053 3,053

(2) 992,860 980,675 971,743 978,154 974,622 969,644 980,986 968,405 972,793 975,578 981,347 984,975 976,821 970,634

(3) 381 649 220 1,155 2,202 2,261 266 266 266 266 266 266 266 266

(C) 3,477,692 3,462,467 3,409,956 3,450,281 3,457,273 3,513,626 3,445,151 3,424,221 3,437,611 3,523,786 3,503,494 3,491,191 3,457,686 3,437,254

１． 2,995,449 3,032,455 3,012,520 3,067,436 3,125,001 3,220,977 3,169,380 3,156,402 3,182,105 3,182,339 3,186,761 3,199,238 3,187,025 3,176,691

(1) 82,741 103,262 114,287 111,844 125,042 123,287 116,526 117,687 118,860 120,044 121,240 122,448 123,669 124,901

40,078 46,686 51,014 50,147 54,086 53,101 50,130 50,631 51,138 51,649 52,165 52,687 53,214 53,746

42,663 56,576 63,273 61,697 70,956 70,186 66,396 67,056 67,722 68,395 69,075 69,761 70,455 71,155

(2) 829,868 861,288 840,201 887,252 897,437 986,975 942,176 936,665 943,040 934,977 924,905 927,130 917,814 916,249

69,532 76,265 62,923 75,601 76,342 82,745 81,724 80,579 82,061 79,918 79,154 77,563 76,641 74,857

29,408 36,636 29,977 57,975 54,250 57,534 63,663 63,132 63,130 62,151 62,045 60,984 60,724 60,089

730,928 748,387 747,301 753,676 766,845 846,696 796,789 792,954 797,849 792,908 783,706 788,583 780,449 781,303

(3) 2,082,840 2,067,905 2,058,032 2,068,340 2,102,522 2,110,715 2,110,678 2,102,050 2,120,205 2,127,318 2,140,616 2,149,660 2,145,542 2,135,541

２． 396,466 359,451 331,805 311,495 292,892 309,670 310,607 311,822 310,061 298,991 286,447 274,720 264,537 255,448

(1) 378,891 338,259 304,053 279,095 263,066 280,568 281,006 282,221 280,460 269,390 256,846 245,119 234,936 225,847

(2) 17,575 21,192 27,752 32,400 29,826 29,102 29,601 29,601 29,601 29,601 29,601 29,601 29,601 29,601

(D) 3,391,915 3,391,906 3,344,325 3,378,931 3,417,893 3,530,647 3,479,987 3,468,224 3,492,166 3,481,330 3,473,208 3,473,958 3,451,562 3,432,139

(E) 85,777 70,561 65,631 71,350 39,380 △ 17,021 △ 34,836 △ 44,003 △ 54,555 42,456 30,286 17,233 6,124 5,115

(F) 49,233 387 249 1,790 601 2 2 2 2 2 2 2 2 2

(G) 1,927 1,163 1,454 9,633 728 1,727 1,727 1,727 1,727 1,727 1,727 1,727 1,727 1,727

(H) 47,306 △ 776 △ 1,205 △ 7,843 △ 127 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725 △ 1,725

133,083 69,785 64,426 63,507 39,253 △ 18,746 △ 36,561 △ 45,728 △ 56,280 40,731 28,561 15,508 4,399 3,390

(I) 533,401 396,769 433,973 391,100 201,501 170,151 133,590 87,862 31,582 70,213 97,274 21,454 5,553 8,743

(M) 1,548,305 1,530,543 1,522,523 1,517,613 1,526,633 1,542,665 1,577,218 1,569,540 1,560,217 1,667,216 1,654,515 1,641,946 1,629,505 1,617,190

R１３ R１５R１４

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

R９ R１０

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

R１１ R１２ R１６

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他

収 入 計

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

動 力 費

修 繕 費

１

使用料改定差額分は、繰入金（他会計補助金）などで確保しています。

令和８当初予算は、▲１８，７００千円（税抜き）と見込んでいます。

様式第2号（法適用企業・収益的収支）

資料２



税込み （単位：千円）
年　　　　　度 R３ R４ R５ R６ R７ R８

区　　　　　分 決 算 決 算 決 算 決 算 決 算 見 込 予 算

１． 767,000 741,800 946,000 1,055,000 1,131,286 1,441,700 1,336,200 1,241,200 624,900 453,200 427,000 479,500 496,700 490,600

300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 250,000 200,000 20,000

２． 372,508 363,462 388,843 208,553 173,402 176,341 278,556 245,739 242,323 262,420 180,595 80,969 5,025 5,025

３．

４．

５．

６． 291,110 306,012 304,560 564,536 573,932 429,655 591,228 547,828 231,450 290,850 207,200 310,650 336,750 320,200

７．

８． 19,744 21,364 46,774 44,196 17,665 52,497 35,243 35,243 35,243 35,243 35,243 12,858 12,858 12,858

９． 168

(A) 1,450,362 1,432,638 1,686,177 1,872,453 1,896,285 2,100,193 2,241,227 2,070,010 1,133,916 1,041,713 850,038 883,977 851,333 828,683

(B)

(C) 1,450,362 1,432,638 1,686,177 1,872,453 1,896,285 2,100,193 2,241,227 2,070,010 1,133,916 1,041,713 850,038 883,977 851,333 828,683

１． 844,736 947,841 999,578 1,434,518 1,752,444 1,698,109 1,777,999 1,725,243 806,275 909,741 775,510 941,842 988,165 957,304

33,175 34,216 35,562 37,184 40,268 40,556 39,984 40,384 40,788 41,195 41,607 42,023 42,444 42,868

２． 1,836,691 1,834,082 1,736,968 1,673,519 1,625,868 1,568,601 1,497,029 1,446,558 1,433,822 1,315,504 1,251,494 1,188,370 1,131,515 1,079,303

３．

４．

５． 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

(D) 2,681,427 2,781,923 2,736,546 3,108,037 3,378,312 3,276,710 3,285,028 3,181,801 2,250,097 2,235,245 2,037,004 2,140,212 2,129,680 2,046,607

(E) 1,231,065 1,349,285 1,050,369 1,235,584 1,482,027 1,176,517 1,043,801 1,111,791 1,116,181 1,193,532 1,186,966 1,256,235 1,278,347 1,217,924

１． 1,143,296 1,094,091 1,006,833 1,150,166 1,178,199 1,089,880 936,344 1,005,221 1,064,428 1,137,810 1,135,880 1,110,978 1,163,111 1,162,734

２． 42,586 202,418 21,412 226,852 12,604 90,528 58,706

３．

４． 45,183 52,776 43,536 64,006 76,976 74,033 107,457 106,570 51,753 55,722 51,086 54,729 56,530 55,190

(F) 1,231,065 1,349,285 1,050,369 1,235,584 1,482,027 1,176,517 1,043,801 1,111,791 1,116,181 1,193,532 1,186,966 1,256,235 1,278,347 1,217,924

(G)

(H) 20,175,207 19,082,925 18,291,957 17,673,438 17,178,856 17,051,955 16,891,126 16,685,768 15,876,846 15,014,542 14,190,048 13,481,178 12,846,363 12,257,660

他 会 計 へ の 支 出 金

R１４R１２

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

R９ R１０ R１１ R１６

他 会 計 補 助 金

R１５R１３

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

２

企業債残高は、期間中、年々減少見込みです。積立金の取り崩しを予定しています。

投資・財政計画 （収支計画）
様式第2号（法適用企業・資本的収支）


